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図―1 住民参加型ﾌｧｲﾅﾝｼﾝｸﾞｼｽﾃﾑの概念図 

１．はじめに 
少子高齢化が進む中、財政確保が困

難なままに、地方分権化が進展してい

る中、事業の縮小・凍結・外部委託、

さらには住民不在の行政主体のまちづ

くりというような課題を抱えている。

今後、地域づくりにおいては地方自治

の自己解決・責任のもとで新たな取り

組みを実施していかなければならない。

そして、地域の魅力を向上させ、活力

ある地域経営の展開を促進していくこ

とが期待されている。 
このテーマに対し、土木学会建設マネジメント委員会の「地域施設

マネジメント研究小委員会」は、いくつかの都市・地域整備事業を対象

に、実証的研究を継続的に行っている。たとえば、中心市街市街地再開

発の面からは、地域商業サービス施設再生計画事業の資金調達・投資・

事業経営に対し、図－１に示す仕掛けを地域に組み込むことで好循環を

生み出し、自活できる地域が地域住民によって育てられるというような

展開が必要と考える。これらを解決する具体的方策として、以降に示す

地域が主体の地域経営を取り込むことが有効になるものと考える。 
 
２．地域経営のための住民参加のあり方 
（１）住民参加型資金調達の有効性 
 財源不足という理由から計画的な対応ができずに好機を逸し、

整備が後手に回ってしまい都市全体にとって大きな損失を招くといった現状が多く見られる。このような

中、上述の住民参加型資金調達は大変有効と考えてこの方法論の実験的研究を行っている。 

図―２ 事業への資金参加の割

地域づくりの合意形成の場で、ＰＩが盛んに実施されているが、多くの場合「住民一人当たり○○万円

投資」となれば、議論の内容は別物になる。また、需要があり財政的に困難な場合の資金調達としてＰＦ

Ｉがあるが、企業主体であり利益追求ありきが実状である。 
この点、住民からの直接資金調達は、地域に根ざした地域のために集まった資金と考えられ、地域の為

＝利益となるものである。 住民が直接的な投資を行うからこそ、従来からの合意形成とは比較にならな

い程の参加意識が高くなるものと考える。 
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また、地域住民からの資金調達の実現性につ

いても、住民への意識調査結果から、約 3 割
の方が、無利息でも投資しても良いとの結果

が得られている。その他の結果については割

愛するが、地域からの資金調達の可能性は高

いものと判断している。（図―３の下図は、

地域住民の意見を取り入れてほしい割合を示

す。上図は、資金面での事業参加に対して、

利息の設定を伺ったものである。） 
（２）中間法人の有効性について 
地域はその整備を住民の力で支え地域の価

値や安全・安心を自己防衛していくという意識を

啓蒙し、実際に活用するために、中間法人の活用

を提案する。「地域の生活環境・条件を向上させ

たいという共通の利益を求める地元住民・企業」

が参加する非営利的性格を持つ法人である。法律

上中間法人は利益を配当してはならない事になっ

ているため、土地やテナント等の賃貸価格や、施

設利用料金を低く設定することができ、運用・経

営で得た利益に関しては、初期に調達（地元住

民・企業の投資）で準備した基金の償還にあてる

ことができる。その有効性を探るために、ケース

スタディとして、複合商業公園施設整備や既存低

利用大型商業施設整備、郊外での中量輸送交通シ

ステム導入事業等を対象に、実証的検討を経てき

た（図－３、４、５参照、詳細割愛参考資料参

照）。その結果、以下のような効果が得られてい

る。 

図―３ 中間法人と地域づくりの関連図 

図―４ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ組織の概念図 

図―５ ｼｽﾃﾑ全体の体系図 

・ 借入金完済可能年・投下資本回収年が早まる。 
・ 土地取得費用がなくなるため、初期投資金額

及び借入金が軽減できる。 
・ 借地代の中間法人への支払いは発生するが、

単年度剰余金が増加する。 
・ 剰余金等を活用して、整備充実を図ることが可能となる。 
 
３．おわりに 
今後の地域発展のためには、資金調達および運営・経営の面からも、地域（住民）が主体となった取組

みが経済的・合理的であることを述べた。地域住民があらゆる面（意見、労働、投資など）で地域づくり

に参加すべき時が来ていると考えている。今後は、実現化に向け、パイロット的な取組みからその有効性

を確認した上で、住民の意識を高めることが必要と考える。 
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